



















言説が「新しいアメリカの信条」となっていると認めていることからも窺い知れる(Brief of Ward Connerly 
2003, 3)。 
実際、高等教育機関では、多様性を確保するために、人種を多様な要因の一つとして斟酌することを認め
た1978年のバッキ判決(Regents of the University of California v. Bakke, 438 U.S. 265 (1978))、ならびに






























サス大学法科大学院における AA 撤廃の契機となった 1996 年のホップウッド判決(Hopwood v. State of 

































































































                                                   
2 その他の志願者は、ダグラス・カーヴェル(Douglas Carvell)、ケネス・エリオット(Kenneth Elliott)、デーヴィッド・ロ




































現代的影響を是正するために必要である」ということを明らかにすべきだというものであった(A petition to 






Ginsburg)とデーヴィッド・ハケット・スータ (ーDavid Hackett Souter)によって発表された声明の中で、
両判事は、高等教育機関における入学方式において人種を斟酌すべきかどうかは、「非常に重大な国家的問
題」であるとしながらも、一審判決直後に大学側は争点となっている人種別入学選抜委員会を廃止したので
あるから、係争が現実的でないとして、結論を見送ったのであった(A statement by Supreme Court Justice 
























































































































































う研究者養成プログラム」(The Century Scholars Program)と呼ばれる学生支援制度を実施している。こ
れは、ヒューストンやダラスといった黒人やメキシコ系アメリカ人が多数を占める地域に立地する高校にお
























をとった。先ず、新入生の 75%は成績上位 10パーセント・プランによって決定し、残りの 25%は高校の








せ持つ将校団を獲得することができない」と主張されている(傍点原文、Grutter v. Bollinger 2003, 19)。 
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「学術的要因」(Academic Index: AI)と「個人達成指標」(Personal Achievement Index: PAI)に基づいて決
められた。このPAIの算出根拠とされたのは、二つのエッセイ(1点から上限6点を付与)、ならびに「個人
達成点」(Personal Achievement Score: PAS)であった。とりわけ、後者に該当する項目としては、志願者
のリーダーシップ、課外活動、受賞歴、地域奉仕、家族の社会経済的状況、家庭内での責務、一人親家庭出
身か否かといった基準、出身校の SATの平均値を加味した志願者の SATの点数、家庭内での使用言語と
いった点が含まれた。これに加えて、「一要素の中の一要素の中のさらに一要素」(Factor of a factor of a 


























                                                   
4 判決は4対3であった。アンソニー・ケネディ(Anthony Kennedy)裁判官執筆の法廷意見に同調したのは、ルース・バ
ーダ ・ーギンズバーグ(Ruth Bader Ginsburg)裁判官、ソニア・ソトマイヨール(Sonia Sotomayor)裁判官、スティーブン・
ブライヤ (ーStephen Breyer)裁判官であった。一方、サミュエル・アリート(Samuel Alito)裁判官執筆の反対意見には、ジ
ョン・ロバーツ(John Roberts)首席裁判官、クラレンス・トマス(Clarence Thomas)裁判官が同調し、トマス裁判官単独の






































































高等教育機関が法廷助言書を提出した(Brief of the University of Michigan 2015, 8-9)。この意見書を通じ
て、全米の高等教育機関は、人種を斟酌したAAが容認されるべきその根拠を多様性理論に求めたのであっ
た。その際、企業による要請に真正面から応えようとしたのが「科学・技術・工学・数学」(Science, Technology, 
Engineering and Mathematics: STEM)分野に特化した大学における助言書であった。 
たとえば、カリフォルニア工科大学を筆頭とする法廷助言書によれば7、STEM分野では、国際的共同研




はマイノリティの卒業生を何名輩出したかという実績に基づいて算出されるのだという(Schmidt 2000, November 24)。 
7 この助言書に名を連ねているのは、以下の10大学である。カリフォルニア工科大学、カーネギ ・ーメロン大学、ケース・
ウェスタン・リザーブ大学、エモリー大学、ジョージ・ワシントン大学、ノースウェスタン大学、ライス大学、テュレー





























                                                   




































ミシガン大学で黒人であること」(#Being Black at the University of Michigan: #BBUM)といったハッシュ
タグ付きのワードを用いる形で、黒人学生が不満の声を上げたのである。ビジネス・インサイダーの記事に
よれば、たとえば、それは、次のようなものであった。「#BBUM 教室内で自分が唯一の黒人であったとき
に、黒人史の話題になると、他の人種の人々は代弁者として自分を見てくる –Terra (@_myPrivateJET) 
November 19, 2013」といったものや、「ミシガン大学の学生だと分かると、【難関校の】アナーバー校では
なくディアボーン校に在籍していると人々は考える #BBUM –Lucell Trammer (@lucell) November 20, 
2013」といったもの、さらには、「病気で気分が悪く、授業を休まざるを得なかったとき、教員は欠席に気
づくだろうし、授業をサボったと考える #BBUM  -No Name Necessary (Down 2a_T) November 19, 























替案」であると述べ、これを否定している(Brief of Brown University et al. 2015, 22)。また、ノースカロ
ライナ大学チャペルヒル校による助言書は、2003年のグルッター判決が、「パーセント・プランや人種中立
的な代替策の採用を強要していない」点を確認した上で(Brief of the University of North Carolina at 








全員が貧困層出身になるといった点である(Brief of Amherst University et al. 2015, 22-23)。こうした点は、
ミシガン大学による助言書にも記載されている。同助言書は、社会経済的方策の問題点として、貧困層のマ
イノリティが大学に集中することによって、彼ら・彼女らに対する固定化されたイメージが緩和されるとい
うよりは、むしろ再生産される危険性について言及している(Brief of the University of Michigan 2015, 34)。
さらに、ブラウン大学を筆頭とする助言書は、「入学要因として社会経済的地位のみをあてにしたからとい
って、人種的多様性は確保できない」と率直に述べている(Brief of Brown University et al. 2015, 22)。こ
のように、各大学は社会経済的要因に関する問題点を列挙しているのであるが、より明示的にそのことを指
摘しているのがアマースト大学等による助言書である。同助言書は次のように述べる(Brief of Amherst 
University et al. 2015, 22)。 
                                                   
10 13 大学の内訳は以下のとおりである。ブラウン大学、シカゴ大学、コロンビア大学、コーネル大学、ダートマス大学、
デューク大学、ジョンズ・ホプキンズ大学、マサチューセッツ工科大学、ペンシルベニア大学、プリンストン大学、スタ
ンフォード大学、ヴァンダービルト大学、イェール大学である(Brief of Brown University et al. 2015)。 
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11 この点に関して、たとえば、AA廃止派の急先鋒であるウォード・コナリ (ーWard Connerly)という人物が、人種に基づ
くAAの廃止を全米規模で実現するべく、「カラー・ブラインド」理論を声高に唱える一方で、アンダークラスを対象とし
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